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Ⅰ 県政運営の基本姿勢 
 
県民一人ひとりの「希望」と「目指す姿」を重ね合わせるためのきっかけをつくる。 

～「仕事でチャレンジ！暮らしをエンジョイ！活気あふれる広島県」 

の実現に向けた取組，始めます。～ 

□ 人口減少・少子高齢化を始めとする厳しい社会状況に対応し，新たな広島県

づくりを推進するため，平成 22 年に「ひろしま未来チャレンジビジョン」を

策定し，「人づくり」「新たな経済成長」「安心な暮らしづくり」「豊かな地域づ

くり」の４つの政策分野を相互に連関させ，相乗効果をもたらしながら好循環

する流れをつくり出してきた。 

こうした取組により，合計特殊出生率は全国平均を大きく上回って推移し，

企業立地の進展などによる雇用の創出が図られたほか，総観光客数が３年連続

で過去最高を更新し交流人口が拡大するなど，様々な成果や変化が現れてきて

いる。 
 

□ しかしながら，本県の人口は，出生数の減少や転出超過により減少に歯止め

がかからず，今後，更に加速的に進むことが懸念されている。また，生産年齢

人口の減少は，経済の規模縮小や地域の活力を失わせるおそれがあり，グロー

バル化が加速して海外企業との競争が激化する中，国際競争力の低下も懸念さ

れる。 
 

□ こうした社会情勢の変化等に対応するため，本県においては，今年 10 月にチ

ャレンジビジョンを改定し，人口減少問題を克服し，成長力を確保する「地方

創生」を通じて，県民一人ひとりが仕事や暮らしに対して抱く希望を「かなえ

られる」と感じることができ，そうしたライフスタイルが県外の人々からも「住

んでみたい」とうらやましがられるような大きな魅力となるよう，「仕事でチ

ャレンジ！暮らしをエンジョイ！活気あふれる広島県」を目指す姿として掲げ，

県民の皆様と一緒に「一歩先へ」踏み出すこととした。 
 

□ この目指す姿の実現に当たっては，広島県独自の強みや元々持っている素地

を生かすため，チャレンジビジョン策定時から取り組んできた「イノベー

ション」に「ファミリー・フレンドリー」と「都市と自然の近接ライフ」を加

えた３つの視点を持ち，国の地方創生の動きなどとも緊密な連携を図りながら，

これまで以上に力強く取り組むこととしている。 
 

□ 平成 28 年度は，県民の皆さんの「希望」と新たにチャレンジビジョンに掲げ

た「目指す姿」を重ね合わせるための「きっかけ」を創り出すため，「目指す

姿」の普及・浸透を図るほか，各種施策の展開に当たって，これまで取り組ん

できた施策を着実に進めるとともに，県内外の方々の注目を集めて興味や関心

を持っていただき，積み上げた成果をより高い段階へ引き上げていけるよう創

意・工夫を行う。 
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Ⅱ 政策の基本方向 

 

～ 被災者の生活再建と災害に強い広島県づくりに全力で取り組みます。 

 

□ 昨年８月，広島市で発生した土砂災害において被災された方々の生活再建に

向けて，引き続き，国・広島市と連携を図りながら，被災地の一日も早い復旧・

復興に取り組む。 

  また，ハード・ソフトの両面からの防災・減災対策を進めるとともに，県民

一人ひとりが「災害から命を守る行動」を適切にとることができるよう，県民・

自主防災組織・事業者・行政等が一体となって「広島県『みんなで減災』県民

総ぐるみ運動」を着実に展開する。 

 

 

～ 「仕事も暮らしも。欲張りなライフスタイル」の実現に向け， 

「面白そう」「楽しそう」を県内外に積極的に届けます。 

 

□ チャレンジビジョンにおける「目指す姿」を実現していくためには，県民の

皆さん一人ひとりに，まずは，共感していただき，最終的には自ら実践してい

ただくことが必要不可欠である。中でも，「仕事も暮らしも。欲張りなライフ

スタイル」の重要な要素となる短い労働時間で効率的に成果を生み出すライフ

スタイルを実現するためには，チャレンジビジョンの新領域である「働き方改

革」の取組はもちろん，従来から取り組んできた各種施策においても，より主

体的に県民の皆さんに参加していただく必要がある。 

 

□ このため，施策を展開するに当たっては，広島ならではの「イノベーション」

「ファミリー・フレンドリー」「都市と自然の近接ライフ」の３つの視点を持

ち，まずは，県内外の注目を集め，興味や関心を持っていただけるよう，県民

の皆さんとの積極的なコミュニケーションを図る。 

 

□ また，今年 10 月に大筋合意に至った環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協

定については，関税の削減・撤廃や輸入枠の拡大により，農林水産業を始めと

する県内産業への影響が予想されることから，国の打ち出す対策も踏まえなが

ら，総合的な対策を検討，実施していく。 
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共感の獲得

H28～

行動の変容

H29～

成果獲得
(目標の達成)

H32

３つの視点でステップアップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 
「働き方改革」などの新たな取組を始め，各種施策を推進するに当たっては，

高い目標を設定し，広島県独自の強みや広島県が元々持っている素地を生かし

た３つの視点を持って取り組み，チャレンジビジョンの目指す姿の実現に向け

て，着実にステップを踏み，次のステージへつなげていく必要がある。 

このため，まずは，県内外の注目を集め，興味や関心を引き，本県の取組に

「共感」していただけるよう，情報発信や県民の皆さんとのコミュニケーショ

ンの場づくりなどに積極的に取り組む。 

   

【イノベーション】 

 

 

 

 

 

✓ オール広島創業支援ネットワークを活用した県内全域での創業支援や創業機運の

醸成 

✓ 産学が組織の枠組みを超えて交流・開発等を行うイノベーション・ハブの拡大等

に向けた取組の促進 

✓ 外資も含めた企業の本社・研究開発機能や人材に着目した戦略的な投資誘致の促  

進 

✓ 企業の労働生産性の向上に向けた取組 

✓ 多様なライフスタイルと仕事の両立を図りながら，意欲的に働くことができる環

境づくりである「働き方改革」に向けた企業支援や機運醸成 

✓ 観光地の周遊性の向上や宿泊者数の増加，外国人観光客の誘客促進，「一般社団

法人せとうち観光推進機構」を通じた観光関連サービスの充実等 

 

「仕事でチャレンジ！ 

暮らしをエンジョイ！

活気あふれる広島県」

の実現 

現 

状 

≪主な成果指標≫ 

・開業率 4.0%(H25) → 10％以上（H32） 

・生産性の向上(1 人当たり付加価値額 452 万円（H24）→493 万円以上（H32）) 

・観光消費額 3,610 億円（H26）→ 4,200 億円（H32） 

３つの視点 

「イノベーション」 

「ファミリー・フレンドリー」 

「都市と自然の近接ライフ」 
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【ファミリー・フレンドリー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 婚活サポートとして，新たな出会いの場の創出やいわゆるおせっかい役の拡充 

✓ 幼児教育・保育の受け皿の拡大や，子供が病気の時，夜間・休日における保育サ

ービスなど，希望するときにいつでも安心して預けることができる子育てしやすい

環境の整備 

✓ 女性のキャリアアップや仕事と家庭の両立のノウハウを学ぶ研修会等の実施，企

業等が行う女性活躍の取組に対する支援，潜在的な働く意欲のある女性が再就職に

踏み出しやすくなるよう，職場体験の受入企業の拡大 

✓ 学校・家庭・地域，経済界等も含めた「オール広島県」で「生涯にわたって主体

的に学び続け，多様な人々と協働して新たな価値を創造することができる人材」を

育成 

 

 

 

【都市と自然の近接ライフ】 

 

 

 

 

 

✓ 東京圏から広島への定住を促進するための移住者のニーズに応じたマッチングや，

「都市と自然の近接性」という地域特性を活かした広島らしいライフスタイルの魅

力の発信，県外大学生に対する UIJ ターン就職の促進 

✓ 中山間地域の地域づくりの原動力となる主体の行動を促すため，交流イベント 

（Ｈ29）の開催に向けた機運醸成 

✓ 広島都市圏の魅力向上に向け，中長期的な視点から，広島都心部の目指すべき姿

や取組の方向性を描く「都心活性化プラン」の策定 

✓ 県民一人ひとりの希望に沿ったライフスタイルの実現に向けた機運醸成 

✓ 都市圏における高速交通体制の確立や地域間交流を支える道路網の整備など，広

域交通ネットワークの構築 

  

≪主な成果指標≫ 

・若い世代の有配偶者率  男性 51.0%(H22) → 53.5％（H32） 

             女性 59.5%(H22) → 63.2％（H32）         

・子育てに楽しみや喜び・生きがいを感じる人の割合 76.0％（H25）→88.0%（H31） 

・いつでも安心して子供を預けて働くことができる環境が整っていると思う人の割合 

50.0%(H26) →70.0％（H31） 

≪主な成果指標≫ 

・UIJ ターン転入者 4,394 人（H26）→ 4,888 人（H31） 

・中山間地域の活動への参加 6.5％（H27）→ 10％（H32） 

・地域ブランド力ランキング全国順位 12 位(H26) → ８位以内（H32） 
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□ 被災された方々の生活再建と早期災害復旧・復興 

 多くの尊い人命を失い，住家の被害など大きな被害が生じた平成 26 年８月の

広島市における土砂災害について，引き続き，国や広島市と連携し，被災され

た方々の生活再建を積極的に支援するとともに，早期の復旧・復興に向けた取

組を進める。 
 

 

・国や広島市と県が一体となった生活再建への支援及び早期復旧・復興 

 
 

□ ハード・ソフトが一体となった防災・減災対策 

 改めて浮彫りとなった，急峻な山地や土砂災害危険箇所の多い本県における

災害リスクに対し，土砂災害警戒区域等の指定の推進を始め，社会資本マネジ

メントの基本方針である「社会資本未来プラン」に沿った各種整備計画に基づ

き，ハード・ソフトの両面から対策を進めていく。また，被害を最小限に「減

災」するため，市町の災害対処能力の向上と体制強化を進める。 

 あわせて，県民への土砂災害警戒情報の提供など，総合的な土砂災害防止対

策に努める。 
 
 

・「ひろしま砂防アクションプラン 2014」等による計画的な防災施設の整備 

・土砂災害警戒区域等の指定の加速化やハザードマップの作成・公表 

・市町の防災体制の充実強化を図るための各種訓練の支援 
 
 
□ 減災に向けた県民総ぐるみ運動の展開 

 これまでの甚大な災害の経験と，県民の防災意識の高まりを受けて，平成 27

年３月に「災害死ゼロ」という新たな目標を掲げた条例を制定し，４月から，「広

島県『みんなで減災』県民総ぐるみ運動」を推進している。この運動は，災害

から命を守る行動として「知る」「察知する」「行動する」，また，普段から災害

に備えるための行動として「学ぶ」「備える」という５つの「行動目標」を定め

て実施している。 

 引き続き，県民，自主防災組織，事業者，行政等が一体となって「広島県『み

んなで減災』県民総ぐるみ運動」を強力に展開し，災害に強い広島県の実現に

取り組む。 
 

 
・「広島県『みんなで減災』県民総ぐるみ運動」の展開 

 

 １ 災害に強いまちづくり 

重点的に取り組む項目 

重点的に取り組む項目 

重点的に取り組む項目 
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人口減少と経済・社会のグローバル化が一層進む中，地域社会の活力を維持して

いくには，イノベーションを通じて競争力を高め，強い経済をつくる必要がある。 
このため，ものづくり産業の集積や変化に富んだ自然環境が育む多様な農林水

産資源，世界に認められた豊富な観光資源などを生かして，産業振興と雇用創出，

交流人口の拡大などに取り組む。 
 

□ イノベーション・エコシステムの共通基盤の強化 

 イノベーションによって，新たな付加価値を持続的に創造していくため，こ

れまで，創業しやすい環境づくりやイノベーションを生み出す多彩な人材の育

成と集積を重点的に進めてきた。 
 こうした取組により，「ひろしま創業サポートセンター」を活用した創業件数

は，毎年 300 件を上回っているものの，平成 26 年度の県全体の開業率は 4.2％

にとどまっており，目標に掲げる開業率 10％と大きな開きがある。また，イノ

ベーション・ハブにおいては，多くの参加者や民間の自発的な動きも見られる

が，産学金官や県内外の多様なつながりの中で，新たなアイデアや価値が創造

され，新しい事業が次々と生まれる事業環境「イノベーション・エコシステム」

と呼べるまでには至っていない。 
 このため，創業については，オール広島創業支援ネットワークを活用した県

内全域での支援や，創業マインドを高める機運醸成等に取り組む。また，高度

で多彩な産業人材の集積や，産学が組織の枠組みを超えて交流・開発等を行う

場であるイノベーション・ハブへの参加者の拡大，資金供給等を通じた事業化

の促進などに取り組み，イノベーション・エコシステムの形成を目指す。 
 
 

・イノベーション・ハブの運営等によるつながりの構築 
・イノベーション・ハブへの参加者が拡大し，メリットを感じる機能・仕組みの構 
 築 
・高度で多彩な産業人材の育成に向け，県内企業の社員や県内で働く意思を持つ個 

 人等の専門的な能力開発への支援 

・事業企画・運営に経験豊富な大都市圏等で働くプロフェッショナル人材の県内企 

 業への受入促進 

・企業の海外事業展開に必要な人材の育成・確保の促進  

・大学と県内企業が連携した取組に対する支援 
・県内市町や経済界・金融機関等と連携したオール広島での創業支援 
・創業機運の醸成，創業サポートセンターによる創業支援 
・企業の労働生産性の向上に向けた取組 

 

新たな経済成長   

 ２ 地方創生 

重点的に取り組む項目 
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□ 多様な投資誘致の促進 

 県内への投資誘致については，これまで，工場や物流施設の県営産業団地へ

の立地を想定した誘致インセンティブを施策の中心として，積極的な企業誘致

活動を展開してきた。 
こうした取組により，県税収入の増加や雇用創出など一定の効果を創出し，

県内産業の活性化が図られてきた。 
今後は，県内企業や研究機関との連携により，絶え間ないイノベーションが

起こる状況を生み出すため，従来型の企業誘致に加え，企業の本社・研究開発

機能や人材に着目した新たな投資誘致に重点的に取り組む必要がある。 
また，近年の景気回復などを背景に企業立地が好調に進み，県内の企業用地

が減少しており，企業の立地ニーズへの対応が困難な状況も発生していること

から，市町との連携・役割分担の下，今後の産業団地の確保に向けた取組を進

める。 
 
 
・外資も含めた企業の本社・研究開発機能や人材に着目した多様な投資誘致の促 
 進 
・今後の産業団地の確保に向けた取組 

 
 
 
□ 産業競争力の強化 

 県外企業や新興国企業との競争が激化する中にあって，本県ものづくり産業

が持続的に競争優位性を確保していくため，成長産業のクラスター形成や基幹

産業の高度化支援などを進めてきた。 
 こうした取組により，医療機器等生産額や環境浄化分野の売上高が増加する

などの直接的な効果が現れているが，県内企業の更なる競争力の強化を図るに

は，新たな成長分野への参入や新製品の実用化に向けた研究開発など，企業の

挑戦を後押しする必要がある。 
 このため，引き続き，医療関連分野や環境浄化分野のクラスター形成を着実

に進める。また，本県が有する企業集積やものづくり県として培った「技術」

などの強みを生かすことができ，今後の成長が期待できる航空機産業や，顧客

満足度を高め付加価値の向上に有効な感性工学に基づく製品開発などを促進す

る。 
 
 
 
 
 
 
 

重点的に取り組む項目 
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・医療・福祉現場のニーズ発掘を通じた新製品開発に対する支援や県内への医療関

連企業の立地促進 
・課題発見型の医療機器開発に携わる人材を育成するバイオデザインプログラムの 
 推進 

・シリコンバレーと連携した県内医療関連企業の新製品開発への支援 

・県内企業の東南アジアへの進出促進 

・ものづくり産業の高度化に向けた技術開発等への支援や，航空機産業への参入促

進 
・付加価値の向上に資する感性工学を活用した製品開発等への支援 

 
 
 
□ 世界と直結するビジネス支援 

 人口減少に伴って国内市場が縮小する中で，海外の成長市場へ積極的に参入

するため，海外の現地政府・経済団体等との関係構築や，企業ニーズに対応し

たビジネスパートナーの発掘，商談会の開催等の支援を行ってきた。 
 こうした取組を通じて，県内企業の海外での売上や輸出額の増加などの直接

的な効果も現れており，引き続き，海外展開を検討している県内企業に対する

支援に取り組む。 
 一方，本県のグローバルゲートウェイである広島空港については，韓国・中

国路線を中心に路線網の拡充を進めてきたが，国家間の緊張関係やアシアナ航

空機事故の影響等から，年間利用者数は伸び悩んでいる。 
 このため，国内外のビジネス・観光等の交流拡大に向けて，東アジア・東南

アジア路線を中心とした路線網の拡充やＬＣＣの誘致等により，広島空港の拠

点性を高める。また，空港利用者の利便性向上に向けた取組を推進する。 
 
 
・県内企業の海外展開に対する支援  
・広島空港のグローバルゲートウェイ機能の拡充に向けた，東アジア・東南アジア

路線や新たな需要を創出するＬＣＣの誘致 
 

 

 

□ 観光地ひろしまの推進 

 地域経済への波及効果の大きい観光関連産業の活性化を図るため，これまで

にない斬新な観光プロモーションを展開してきた。また，市町や民間事業者等

と連携した観光キャンペーンや，「瀬戸内しまのわ 2014」の開催，尾道松江線・

東広島呉道路の開通効果を生かした誘客促進などに取り組んできた。 
 こうした取組により，総観光客数が３年連続で過去最高を記録するなどの成 

重点的に取り組む項目 
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果が現れているが，地域経済の活性化につなげていくためには，観光客数だけ

でなく，観光消費額を更に増加させることが重要である。 
 このため，効果的なプロモーションの展開による観光客の更なる誘致，市町

等と一体となった観光地の価値向上，観光事業者・県民のおもてなしの充実に

よる魅力ある観光地づくりなどを推進する。 
 あわせて，観光消費額の更なる増加を図るため，観光地の周遊性の向上や宿

泊客数の増加，インバウンドの促進に向けた取組を進める。 
 
 

・効果的なプロモーションの展開による観光客の更なる誘致 

・市町等と一体となった観光地の価値向上や，観光事業者・県民のおもてなしの 

充実による魅力ある観光地づくりの推進 

・外国人観光客の誘客促進 

 

 

 

□ 担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立 

 昨年 11 月に策定した「2020 広島県農林水産業チャレンジプラン アクション

プログラム」に基づき，県産農林水産物の競争力強化に向けて，担い手の規模

拡大や収益性の高い園芸作物への経営転換，品目ごとの販売戦略に基づく流通

改善や産地形成などに取り組んできた。 
 こうした取組により，大規模農業団地の形成や販売先のニーズを踏まえた年

間供給体制の構築などが進んでおり，野菜，果樹，畜産物の生産額は平成 21 年

度から 100 億円以上増加している。 
 一方で，野菜の県内シェアは 1 割程度にとどまっているなど，市場競争力の

強化に向けて，更なる産地の拡大と，それを支える新規就農者の確保に取り組

む必要がある。 
 このため，就農研修体系の再構築や担い手の規模拡大に向けた支援をＪＡ等

の関係機関と一体となって進める。また，県内の担い手が連携して計画的に生

産，出荷ができる産地形成などにより，安定的で力強い経営体が農業生産の大

部分を担う生産構造への転換を促進する。 
 

 
・新規就農者の定着に向けた研修体系の再構築 

・経営力の高い担い手の育成による就農促進と産地拡大 

・広島固有の血統に着目した県産和牛肉の量販店における定番化 

・県産材のシェア拡大や加工・流通・生産体制の改善 

・ニーズの高い魚種の集中放流や漁業環境の整備による資源管理の推進 

・閉鎖海域における生産技術や３倍体かきの安全性向上のための浄化技術の開発 

  

重点的に取り組む項目 
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人口減少という厳しい時代の中で，広島県に多くの人が集まり，県民みんなで

子供たちを育み，全ての県民が生き生きと活躍することができるよう，少子化対

策，女性の活躍促進，大都市圏にはない「都市」と「自然」の両方の魅力を強み

とした移住・定住の促進などに取り組む。 

また，本県の目指す姿の実現に欠かすことができない，様々な変化に対応し，

社会で活躍できる人材の育成について，幼児期から社会人まで一貫した取組を行

う。 

 
□ 少子化対策 

 結婚を希望する人が出会い，結婚し，また，子供を希望する人が安心して妊

娠・出産，子育てできる環境を目指し，これまで結婚を希望する人に向けた情

報発信や，婚活のサポート，さらには不妊に悩む夫婦への支援や子育て環境の

整備など，切れ目のない支援に取り組んできた。 
 こうした支援の取組や，啓発プロモーションの効果により，「ひろしま出会い

サポートセンター」は設置から 1年余りで会員数が 3,000 人を突破したものの，

県の婚活支援の取組は認知度がまだ低く，県全体としての婚活機運の定着には

至っていない。また，合計特殊出生率や男性の育児休業取得率は全国を大きく

上回る状況が続いているが，一方で，親世代の人口の減少や未婚化・晩婚化な

どによる出生数の減少が続いている。 
 このため，新たな出会いの場の創出や婚活を応援するいわゆる「おせっかい

役」の拡充などにより，県内全域における婚活機運を醸成する。 
 また，子供が欲しい夫婦の希望をかなえるため，男性を含めた不妊治療の早

期開始を促進するなど，人口の自然減対策に集中的に取り組む。 
 
 保育サービスについては，幼児教育・保育の受け皿の拡大や，県庁に事業所

内保育施設をモデル的に開設し，県内企業における事業所内保育施設の設置を

促進するなど，保護者のニーズに応じた保育環境の整備に取り組んできた。 
 この結果，保育所待機児童数は大幅に減少したものの深刻な保育士不足等に

よって，年度中途の入所待ちが発生し，また，子供が病気の時に対応できる施

設が少ないなど，増加・多様化する保育ニーズに応え切れていない。 
 このため，県に設置した保育士人材バンク等を通じた保育人材の確保により

通常保育の環境整備を推進する。また，子供の病気といった緊急時にも対応で

きる病児保育等のサービスの充実を図り，希望するときにいつでも安心して子

供を預けて働くことができる環境の整備に取り組む。 

 
 

・結婚・妊娠・出産から子育て期の切れ目のない総合的な対策の推進 
・いつでも安心して子供を預けて働くことができる保育環境の整備 

 

人づくり  

重点的に取り組む項目 
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□ 働き方改革 

 多くの県民にとって，仕事と暮らしはいずれも人生の重要な要素であり，仕

事の充実は，経済的にも精神的にも暮らしを支える基盤となるものである。 
そのため，多様なライフスタイルと仕事の両立を図りながら，意欲的に働く

ことができる環境づくりに向け，一般事業主行動計画の策定やイクボス同盟ひ

ろしまの活動を通じて，仕事と子育てを両立しやすい職場環境づくりなどを進

めてきた。 
 こうした取組により，一般事業主行動計画の策定は進んできたが，従業員数

31 人以上の企業で見ると，策定率は半数以下にとどまっているなど，仕事と生

活の両立に向けた取組が十分に進んでいるとは言えない状況にある。 
 また，長時間労働を前提とした働き方が増加していることや計画的な休暇の

取得ができていないことの要因には，長時間労働をすることが評価される職場

風土や，早く退社すること，あるいは休暇を取得することに対する周囲への遠

慮などといったことがある。 
 こうしたことから，県内の様々な職場において，生産性の向上を基盤とする

効率的で多様な働き方が広がり，個々人の暮らしの充実に配慮できる環境を実

現するため，企業や労働者の意識変革を進める必要がある。 
このため，働き方改革にチャレンジする企業への支援を行うほか，企業内で

仕事と生活の充実に取り組む推進リーダーであるイクボスを育成・拡大する取

組を行う。 
 
 

・働き方改革にチャレンジする企業への支援 
・働き方の見直しを牽引するイクボスの拡大の推進 

 

 

 

□ 希望をかなえる社会の構築 

 一方で，仕事も暮らしもどちらもあきらめずに追求することができる「欲張 

 りなライフスタイル」を実現するためには，余暇の過ごし方や家族との時間， 

自己啓発の充実など，「暮らし」そのものの満足度も高めていくことが重要であ 

る。それによって，アイデアの湧出や意欲の向上など，イノベーションにより 

生産性が高まり，長時間労働の軽減につながるといった好循環が生み出される。 

このような好循環が生まれる社会をつくり出すため，チャレンジビジョンで

は，新たに，「仕事でチャレンジ！暮らしをエンジョイ！活気あふれる広島県」

という本県の「目指す姿」を提示した。 

この「目指す姿」の実現に向けては，まずは県民の皆さんの理解や共感を得

ること，さらには，県民の皆さんが自己実現に向けて挑戦できる環境を整える

ことが必要である。 

このため，最終的には，県民の皆さん一人ひとりに，「仕事も暮らしも。欲張 

りなライフスタイル」の実践者となっていただくことを目指し，その第一歩と
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して，県民の皆さんの仕事や暮らしに対して抱く希望やその実現に向けた挑戦

と，本県の目指す姿について，対話を通じて重ね合わせる「きっかけ」をつく

り出すことから進める。 

 
 
・県民の皆さんとのコミュニケーションの場づくり 

 

 

 

□ 女性の働きやすさ日本一への挑戦 

 本県では，「女性の働きやすさ日本一」を目指し，社会全体や企業の中で，女

性が活躍できる環境づくりの機運醸成や，働くことを希望する女性の再就職支

援などに国と連携して取り組んできた。 
 こうした取組により，経済団体や市町等による働く女性を応援するセミナー

の主体的な展開や，行動計画を策定して仕事と家庭の両立に具体的に取り組も

うとする企業が増加するなどの成果が上がっている。 
 一方で，キャリア形成への不安や仕事と家庭の両立の難しさから離職するこ

となどにより，出産・育児期の女性の就業率が落ち込む，いわゆる「Ｍ字カー

ブ」は引き続き解消されていない。また，離職期間が長いと，仕事と家庭の両

立や長期間のブランクへの不安から求職活動に踏み出せない女性も多い。さら

に，県内企業の多くが女性の活躍に期待しているものの，指導的立場に占める

女性の割合は低い状況にあり，女性従業員の成長を見据えた計画的な人材育成

など，女性が活躍できる環境の整備が望まれている。 
 このため，女性のキャリアアップや仕事と家庭の両立のノウハウを学ぶ研修

会等により，将来管理職となる世代の女性従業員の就業継続やキャリアへの意

欲向上を図る。また，企業等が行う女性活躍の取組に対する支援を進めるほか，

潜在的に働く意欲のある女性の再就職に向け，職場体験の受入企業の拡大を図

るなど，女性の活躍に向けた取組を促進する。 

 
 

・企業等が行う女性活躍の取組に対する支援 

・女性活躍促進に向けた，企業経営者や管理職層の意識改革 

・研修会等を通じた女性の活躍促進 
 

 

 

□ 東京圏等から広島への定住促進 

 東京一極集中を是正し，東京圏等から広島への定住を促進するため，東京に

定住相談窓口を設置し，個々の移住希望者の具体的なニーズに応じたサポート

を行ってきた。 
 こうした取組により，移住希望地としての認知度が向上しつつあるが，東京

重点的に取り組む項目 
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圏で高まりつつある地方移住の機運を取り込み，広島県への定住の大きな流れ

を作り出すまでには至っていない。 
 このため，「都市と自然の近接性」という地域特性を生かした広島らしいライ

フスタイルの魅力を東京圏等に効果的に発信する。また，個々の移住希望者の

具体的なニーズに応じたきめ細かなサポートや，県内各地の空き家の掘り起し

など定住の受け皿づくりについて，市町や関係団体等と連携して，一体的に進

める。 
 
 大学進学や就職時における転出超過を改善するため，大学ガイドの作成・配

付や県内大学情報説明会の開催など，県内大学の魅力発信を行ってきたほか，

東京圏・大阪圏在住の新卒大学生のＵＩＪターン就職を促進するため，これら

の学生に対し県内企業の魅力を伝えるポータルサイトの構築や県外での合同企

業説明会の開催等に取り組んできた。 
 こうした取組により，近年，大学進学時における転出超過数は改善の傾向が

見られるものの，依然として，1,000 人を超える転出超過となっている。 
 このため，今後の人口減少社会の進行を見据え，県内外を問わず吸引力を十

分に発揮し，大学進学時における転出超過の改善を図るため，県内外の高校生

等に対して効果的に情報を発信していく。 
 また，県外学生のＵＩＪターン就職の促進に向け，就職活動前における県外

の大学生に対する県内企業の情報提供や就職活動時における県内企業との効率

的なマッチング機会の提供を行う。 
 

 
・移住希望者のニーズに応じたマッチングなどによる本県への移住・定住の促進 
・就職活動前における県内企業の情報提供 

・就職活動時における県内企業との効率的なマッチング機会の提供 

・県内のクリエイティブ人材の集積に向けた活動の活性化と情報発信 
 

 
 
□ 社会で活躍する人材の育成 

 本県では，広島で生まれ，育ち，住み，学んだ全ての者が，将来，「広島で学

んで良かった」と思える，さらには，全国から，「広島で学んでみたい」と思わ

れる日本一の教育県の実現を目指し，「幼児期から大学・社会人まで」を見据え，

学校・家庭・地域，経済界・産業界も含めた「オール広島県」で「生涯にわた

って主体的に学び続け，多様な人々と協働して新たな価値を創造することがで

きる人材」を育成するため，「教育に関する大綱」を策定することとしている。 
 
 乳幼児期における教育・保育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培うととも

に，その後の学校教育における生活や学習の基盤となる役割を担うものである

ものの，家庭の状況などにより，必ずしも全ての乳幼児に主体的な活動として

重点的に取り組む項目 
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の遊びが十分に確保され，自ら学ぶ意欲や力を養う環境が整っているとは言え

ない状況にある。 
 このため，本県における小学校就学前における教育・保育の実態を把握し，

現状・課題を明らかにした上で，関係機関が連携した家庭教育への支援や乳幼

児期における質の高い教育・保育を推進するための施策を具体化する。 
 
 小・中・高等学校段階においては，教育の中身づくりに取り組んでいるとこ

ろであり，「知・徳・体」のそれぞれの面で着実に成果が現れ，全国水準を上回

るところまできているものの，学力面において，ここ数年は伸び悩みの状況が

続いている。 
 また，グローバル化や情報化の急速な進展など先行き不透明な社会において

は，学校で学んだ知識や技能を定型的に適用して解決できる問題は少なくなっ

ている。 

 こうしたことから，児童・生徒が自ら問題を見つけ，各教科で習得した知識

やスキルを活用し，異なる価値観を持つ人々と協働して，これまで培ってきた

知識・技能や経験などでは解を見出すことが困難な問題から最善解を創造する

「課題発見・解決学習」や，自ら体験し，違いに気付き，多様性を受容する中

で，グローバル・マインドや実践的なコミュニケーション能力を育成する「異

文化間協働活動」を，小学校段階から高等学校段階まで系統的に推進する。 

 大学教育においては，産業界等のニーズを踏まえた人材を育成するため，大

学連携による，「グローバルマネジメント」などの新たな教育プログラムの開

発・実施に取り組んできた。 
 こうした取組により，企業が直面する経営課題の解決に資する人材の育成が

図られる一方で，今後一層のグローバル化の進展や人口減少などに伴う地域の

活力低下が懸念される中，ＩＣＴなどのテクノロジーの進化などを背景に，高

等教育機関においては，社会経済環境の変化に対応できる高度な資質・能力を

有する人材の育成が一層求められている。 
 このため，引き続き，広島の大学において，社会に貢献する高度な人材を継

続的に輩出するため必要となる教育環境の構築の具体化に向けた検討を進める。 

 また，平成 28 年４月に開設する県立広島大学経営専門職大学院（ＭＢＡ）に

おいて，中堅・中小企業など県内産業を支える実践力のある経営人材を育成す

る。 
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・幼児期における質の高い教育・保育の推進に向けた取組の具体化 

・「課題発見・解決学習」の全県展開に向けた実践研究 

・「異文化間協働活動」の小学校から高等学校までの系統的な推進  

・次代のものづくり産業を担うことのできる技能系人材の育成に向けた仕組みの構 

 築 

・社会のニーズに応じた多様で厚みのある人材層の形成に向けた学校体制の整備 

・世界の高校生を集めた世界規模の会議の開催  
・社会が求める高度人材を育成する教育環境の構築 
・中堅・中小企業など県内産業を支える実践力のある経営人材の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点的に取り組む項目 
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多様化・複雑化する暮らしの課題に対応し，県民が安心して暮らせる広島県を

実現するため，県民自らの社会を支える意志と活力を生かし，医療・介護などの

体制整備や，環境保全などに取り組む。 

 
□ 信頼される医療・介護提供体制の構築 

 県民がどこに住んでいても安心して暮らせるよう，地域における医療資源の

最適配分や医療，介護，予防，住まい，生活支援等が一体的に提供される地域

包括ケアシステムの構築を進めてきた。また，質の高い医療・介護人材の確保

と多職種連携の推進，ＩＣＴを活用した情報共有など，効率的で切れ目のない

地域完結型の医療・介護提供体制の充実強化に取り組んできた。 
 地域包括ケアシステムの構築については，地区医師会等を中心とした在宅医

療推進拠点の整備や多職種の連携，地域住民が主体となった介護予防や生活支

援の取組などが進められ，県が作成した評価指標により「実施している」と評

価できる日常生活圏域が形成されつつある。一方で，今後も，一人暮らしの高

齢者や認知症高齢者等の増加が見込まれているため，各圏域において地域包括

ケアシステムの構築を着実に進めていく必要がある。 
 また，将来の地域医療を担う医師を育成するために設置した「ふるさと枠入

試」の第１期卒業生の臨床研修が平成 27 年度から始まったことなどにより，県

内医師数も増加傾向にあるが，一方で，若手医師は専門性や経験症例の多さを

求めて都会の大病院を志向する傾向にあることから，医師の地域における偏在

は未だ解消されていない。 
 さらに，医療情報ネットワークは 700 余りの施設と接続し，国内最大規模に

なったが，参加する医療関係施設は全体の１割程度にとどまっており，県内全

域をカバーするには至っていない。 
 このため，県内全ての日常生活圏域において，地域特性に応じた地域包括ケ

アシステムの構築がなされるよう，専門職の派遣や先行事例の共有化などを通

じて市町の主体的な取組を支援するなど，行政，関係機関，住民が一体となっ

た取組を推進する。 
 また，地域医療を担う医師の人材育成や偏在解消に向けた医師の配置調整等

に引き続き取り組む。 
 さらに，県内全域において効果的・効率的に医療が提供されるよう，医療情

報ネットワークの構築に向けたＩＣＴ化を進める。また，本年度中に策定する

地域医療構想により，地域ごとにバランスのとれた病床の機能分化と連携が図

られた地域完結型医療の構築に向けて，全ての県民が住み慣れた地域で暮らし

続けられるよう取り組む。 
 
 
 
 

安心な暮らしづくり   
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・地域包括ケアシステムの県内全 125 日常生活圏域における構築 
・医師を始めとする質の高い人材の継続的な確保と育成の促進 
・地域における医療資源の最適配分やＩＣＴを活用した医療情報のネットワーク化 
 の推進 
 

 
 
□ がん対策日本一に向けた取組の強化 

 高齢化の進行により，今後も患者数の増加が見込まれるがんについては，肝

炎対策などのがん予防，がん検診の効果的な啓発キャンペーンや受診勧奨の促

進のほか，広島市内４基幹病院の機能分担と連携によって運営する「広島がん

高精度放射線治療センター」の整備など，総合的な対策に取り組んできた。 
 こうした取組により，がん検診に対する関心は高まり，がん検診受診率は着

実に向上するなどの成果が現れ始めているが，受診率は目標とする 50％に達し

ていないことから，がんで死亡する県民の減少に向けた，がん予防やがん検診

受診率向上に向け，更なる取組が必要である。 
 このため，がんになっても自分らしく豊かに生きることのできる社会の実現

に向けて，受動喫煙防止や肝炎対策などのがん予防に取り組むほか，市町や企

業，関係団体等と連携したがん検診受診促進の取組強化を図るなど，引き続き，

地域社会全体でのがん対策を推進する。 
 

 
・受動喫煙防止対策や肝炎対策などのがん予防 
・市町や企業，関係団体等と連携したがん検診受診率の向上 

 
 
 
□ 健康医療情報等を活用した健康づくりの推進 

 健康的で活力ある社会の構築に向け，県民運動や情報発信等を通じて健康づ

くりの普及啓発に取り組んできた。 
 こうした取組により，減塩メニューの普及や喫煙率の減少など健康への関心

は高まりつつあるが，疾病予防に向けた特定健康診査等への受診行動に結びつ

くまでに至っておらず，特定健康診査受診率は全国的に低い水準にとどまって

おり，医療費も高い水準で推移している。 
 このため，レセプトや特定健康診査データ等の医療・介護・保健情報を活用

し，効率的・効果的な健康づくりと医療費適正化に向けて取り組む。 
 

 

・効果的な疾病予防や重症化予防の取組の促進 

重点的に取り組む項目 

重点的に取り組む項目 

重点的に取り組む項目 
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□ 環境負荷の少ない社会を支える仕組みづくりの推進 

 環境と経済の好循環を図りながら，環境への負荷の少ない持続可能な社会づ

くりを進めるため，これまで「ひろしま環境の日」の設定など普及啓発を中心

として地球温暖化問題や廃棄物問題を解決するための環境保全活動の推進に取

り組んできた。 
 こうした取組により，県民のエコ意識の醸成は図られてきたものの，家庭か

らの二酸化炭素やごみの排出量は，依然として横ばい状態であるなど，持続的

な環境保全活動をより一層推進する必要がある。 
 一方，人口減少・少子高齢化の進行に伴うコミュニティの衰退と里山里海の

荒廃，また，それに伴う森林の持つ環境浄化機能の低下など，地域課題と環境

問題は相互に関連している。 
 こうしたことから，地域課題の解決に資する環境施策を展開するため，環境

に関する特性が異なる都市・沿岸・山間のエリアごとのライフスタイルにも適

応した環境保全の人づくり・仕組みづくりを進め，地域主体の持続的な環境保

全活動を推進する。 
 

 
・自主的で持続可能な環境保全活動を支える人づくり・仕組みづくりの推進 

  

重点的に取り組む項目 
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東京一極集中が加速し，人口流出傾向が強まると，中山間地域を始め，都市部

でも人口減少・少子高齢化が進み，地域の産業競争力や社会の持続可能性が低下

するおそれがある。こうした中，本県が有する地域特性や資源を活用した魅力を

創出し，新たな活力を生み出していく必要がある。 

都市と自然の近接性，世界に誇れる「瀬戸内海」など，魅力あふれる多彩な資

源を生かして，県民が誇りと愛着を持ち，県外の人々からも「住んでみたい」と

評価されるよう，地域資産の価値や機能性の向上，情報発信，市町と連携した地

域活性化に取り組む。 

 

□ 中山間地域の地域力強化 

「広島県中山間地域振興計画」に基づき，地域づくりの原動力となる多様な

主体の活動を促進するため，機運醸成や原動力となる人材の育成・確保などに

取り組んできた。 
こうした取組により，地域の価値に共鳴する若い世代を中心に，課題解決に

意欲的に取り組む動きが始まっているが，まだ緒に就いた段階であり，担い手

の確保に向けて，活動する人材を更に増やしていく必要がある。 
このため，引き続き，地域を支える「人」づくりの取組を重点的に進め，地

域を超えた活動の広がりや人材のネットワークづくりを促進する。 
 

 

・実践的なプログラムによる，中山間地域の課題解決の原動力となる人材の育成 
・地域貢献に関心のある首都圏の若者と広島県の中山間地域で実践活動に取り組む 
 人材のつながりの構築 
・中山間地域の地域づくりの原動力となる主体の行動を促すため，交流プロジェク

ト（Ｈ29）の開催に向けた機運醸成 

 
 

 

 

□ 多様な人材が集まる魅力ある地域環境の創出 

 「都市と自然の近接性」という本県の強みを最大限生かし，広島らしいライ

フスタイルの訴求力を高めるためには，県内人口の約９割を占める都市圏の魅

力の向上が不可欠である。 

 このため，広島市と連携し，魅力的な水際線を活用した賑わい空間の創出や

都心部の回遊性の向上など，都市の付加価値を高める取組を進めてきた。また，

優れた景観など，デザイン性のある魅力あるまちなみづくりに取り組む市町へ

の支援や魅力ある建築物の創造など，質の高い地域環境の創出に向けた取組を

推進してきた。 

 引き続き，市町とともに，高い質感を持つ街並みや都市の賑わいづくりなど，

豊かな地域づくり  

重点的に取り組む項目 
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多様な人材をひきつける地域環境の創出を促進する。また，広島市や経済界等

との連携の下，中長期的な視点から，広島市都心部の目指すべき姿や取組の方

向性を描く「都心活性化プラン」の策定など，官民一体となったまちづくりを

推進する。 

 
 
・広島都市圏の中枢拠点性の向上に向けた都市機能の集積促進 
・広域的な交流連携が可能となる広島市中心部と高速道路を結ぶ道路ネットワーク 
 の拡充 
・広島市や経済界等と連携した広島都心部の将来像の構築など，官民一体となった 
 まちづくりの推進 
・市町が進める魅力あるまちなみづくりに対する支援 
・「ひろしまたてものがたり」など，魅力ある建築物の創造に向けた取組の推進 

 
 
 
□ 瀬戸内 海の道構想の推進 

 瀬戸内の魅力ある資産を生かして瀬戸内ブランドを確立し，豊かな地域社会

が実現することを目指して，瀬戸内海を共有する７県で構成する「瀬戸内ブラ

ンド推進連合」を設立し，サイクリング，クルーズ等の瀬戸内の魅力を体感で

きる観光関連サービスや地域産品の開発の誘導，国内外へのプロモーションを

実施してきた。 

 こうした取組により，首都圏等から瀬戸内への来訪意向を持つ人の割合は着

実に増加しているが，地域間競争が激化する中，観光関連産業の更なる成長を

促すためには，市町や民間企業とも連携し，よりスピード感のある取組が求め

られる。 

 このため，「瀬戸内ブランド推進連合」を「一般社団法人せとうち観光推進機

構」へ発展改組することで，瀬戸内エリア全体を俯瞰して，強いリーダーシッ

プの下，観光地づくりをマネジメントする体制を整え，瀬戸内の魅力を体感で

きる観光関連サービスの充実や地域産品等のプロダクト開発の促進，国内外へ

のプロモーションの強化を図る。また，金融機関が中心となって設立した事業

化支援組織と連携し，観光関連事業者に対する資金支援や経営支援を進める。 

また，平成２７年６月に観光庁の広域観光周遊ルート形成促進事業において

認定された「せとうち・海の道」の形成に向けて，外国人観光客の受入環境整

備や交通アクセスの円滑化，滞在コンテンツの充実等に取り組むことで，瀬戸

内エリアへの誘客を図っていく。 

 さらに，平成 26 年に開催した「サイクリングしまなみ」によって高まった“サ

イクリストの聖地＝しまなみ海道”の認知度をより一層高め，定着させるため，

愛媛県等と連携して「瀬戸内しまなみ海道・国際サイクリング大会」を開催す

る。 

 

重点的に取り組む項目 
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・「瀬戸内ブランド推進連合」の「一般社団法人せとうち観光推進機構」への発展改 
 組 
・せとうち観光推進機構による瀬戸内の魅力を体感できる観光関連サービスの充実 
 や，地域産品等のプロダクト開発の促進，国内外へのプロモーションの展開  
・金融機関が中心となって設立した事業化支援組織と連携した，観光関連事業者に

対する資金やノウハウの提供等を通じた経営支援 
・愛媛県等と連携した国際サイクリング大会の開催 

 

 

 

□「ひろしま」ブランド価値向上の推進 

 地域ブランディングの手法を活用した地域の活性化を図るため，本県が有す

る多彩な地域資産を「ひろしま」の魅力を表現する４つのコンセプトとして整

理し，本県ならではの『ブランド』として，広島ブランドショップＴＡＵを活

用した情報発信などに取り組んできた。 

 この結果，首都圏における本県の認知度の向上や観光による来訪者の増加な

ど，着実に成果が現れてきており，引き続き，４つのコンセプトの更なる浸透

に向けて，様々なチャネルを利用した情報発信に取り組むとともに，「ひろしま」

ブランドに対する県民の理解や自発的な活動を促すための取組を実施する。 

 また，国内外から人を呼び込むことのできる一流料理人を育成する仕組みの

構築や，ブランド化に向けた情報発信力の強いフランスにおける日本酒販売チ

ャネルの確立などを進める。 

 
 

・「ひろしま」ブランドに対する県民の理解や自発的な活動を促すための取組 
・国内外から人を呼び込むことのできる一流料理人を育成する仕組みの構築 
・優れた地域資産のブランド化に向けた情報発信力の強いフランスでの日本酒販売 
 チャネルの確立 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

重点的に取り組む項目 

重点的に取り組む項目 
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□ 環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定は，モノの関税だけでなく，サー

ビス，投資の自由化を進め，さらには，知的財産権，電子商取引，国有企業の

規律，環境など，幅広い分野で新たなルールを構築するものである。自動車産

業などグローバル経済に強く連鎖した輸出型産業のウエイトが高い本県におい

ても，関税が原則として撤廃されることにより，輸出が拡大するなど，国際競

争力の強化や県内産業の維持に寄与すると考えられる。 

 一方で，現在の日本の農林水産業を取り巻く情勢は，担い手の減少や高齢化

の進展，生産物価格の低迷や輸入農林水産物との競合など，非常に厳しい状況

にあり，とりわけ零細な個別経営が大半を占める本県農業においては，安価な

輸入農畜産物の増加が予想されることなどから，少なからず影響が懸念される。 

 このため，国と連携して，ＴＰＰ協定の締結に伴い深刻な影響を受けること

が予想される農林水産業の競争力強化に向けた対策の検討・実施や，県内企業

の海外展開の促進を図る。 

 

 

・非主食用米を含めた需要に応じた米生産の推進 

・高収益作物の導入による経営の多角化 

・酪農経営における和牛生産の拡大等による経営転換の促進 

・園地整備等による担い手が中心となったレモン産地の育成 

・県内企業の海外展開の促進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定への対応 

重点的に取り組む項目 
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□ 近年，核兵器の非人道性に対する認識が世界中に広がる一方で，核兵器国と

非核兵器国との間には依然として溝があり，核兵器廃絶に向けた具体的な動き

が停滞するとともに，世界各地では，民族や宗教の対立等による紛争が続き，

紛争終結後も不安定な状況にある地域が多くある。 

 引き続き，「国際平和拠点ひろしま構想」に基づき，核兵器廃絶プロセス進展

のための働きかけや，復興・平和構築に関する人材の育成，研究の集積に取り

組む。 

 また，世界共通の言語である音楽を通じて広島から平和のメッセージを内外

に強く発信するためのコンサートの開催や，平和に関する人材，知識・情報，

資金などの資源を集積して継続的な平和活動を可能とする仕組みの構築に向け

た取組を進める。 

 さらに，2016 年４月に，広島市で開催される主要国首脳会議（サミット）外

相会合を契機として，広島を訪問する世界の政治指導者が被爆の実相に触れる

機会を提供する。 

 
 

・2016 年４月に広島市で開催される主要国首脳会議（サミット）外相会合を契機と 

 した世界の政治指導者が被爆の実相に触れる機会の提供 

・次代を担う国際平和貢献人材の育成に向けた取組の推進 

・広島から平和のメッセージを内外に強く発信するためのコンサート・世界経済人 

 会議の開催 

・広島の国際平和の拠点性向上に向けた県内平和研究機関等の連携方策の検討 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 ３ 広島の使命 

重点的に取り組む項目 
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調整中 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

調整中 

Ⅲ 施策の実行を支える基盤 

 １ 予算編成方針 

 ２ 行政経営方針 


